





























































ションや リーダーシップな どの集団的視点、そして組織構造や組織文化な どの組織的視点から、











として、「縦の広が り」や 「横の広が り」 というキャリア(仕事経験)の 積み方、熟練の程度
を表わす 「仕事の深さ」を用いた。




　 「横の広が り」 とは、労働者が幾つ ぐらいの持ち場をこなせるか、職場以外の持ち場も時に
は担当するか(で きるか)、労働者が休んだとぎ、だれがその仕事を担当するのか、職場に新
人が入った とき、まず どの持ち場につき、 どの持ち場へ移ってい くのか といった、労働者の技
能の広さを示 している。「横の広が り」は、関連する仕事群の中で どれだけの仕事を経験する
か とい うことであ り、経験を積めぱ積むほ ど生産の仕組みについての理解が深ま り、技能形成
が期待されることを想定している。









ではな く、管理 ・開発能力 といったもっと広い概念によって扱われる必要があると考えた。す









小池(1987)は技能を向上させる要件(お よび有利な条件)と して4つ のことを挙げている。
97
内　出　智　大
　第1の 要件は、学校教育がきちん と整備されてお り、国民が義務教育を受けていることであ
る。労働者が高い技能を習得するためには、自主学習が必要であ り、その条件 として一定の知
的水準が要求される。高度成長期の 日本の経験を踏まえた小池の仮説に依れば、9年がその最






に、その上位概念 として変化する状況を理解 ・推論 して判断する 「メタ能力」を指摘 している。
尾高(1989)も、学校教育で得た基礎的な知識が企業内教育での効率性を高め、知的熟練の発





る。経済発展の初期(戦 後復興期)に は労働市場が逼迫し、労働力の流動性が大きくな りがち
であ り、企業は熟練労働力を確保することが難 しい。 しか し、その問題は日本において大きな
問題にならなかった。その要因 として、 日本社会の特性である儒教精神に基づ く組織への忠誠
心や忠孝心を挙げる識者も多い。しかし、万成 ・マーシュ(1976)は日本企業における従業員
の定着率の高さが 日本的雇用制度の通説である企業への伝統的忠誠心 とかによるのではな く、
勤続による賃金や地位の向上 といった累積的利益によるものであると指摘している。このこと
は、小池(1987)においても指摘されている。
　第3に 技能形成に とって有利な条件 として、企業規模の大きさが挙げられる。小池は技能形
成には時間がかかることから、倒産の可能性の低い安定した市場を持つ大企業の方が技能形成
の環境においては有利であると指摘 した。90年代以降のグローバル化による大競争時代に入っ























　組織行動 とは簡単に言えば、(企業)組 織の中で働 く人々の行動を研究する学問分野である。
現代的な組織行動の分析は、個人、集団、組織の3つ のレベルから行われる事が一般的である。










(上田、1995)。個人は様 々な態度を とるが、組織行動は仕事に関連した態度 として、職務満足、
職務への参画、組織へのコミットメントを含んでいる。中でも職務満足は企業組織で重視され

























て、職務満足が高いほ ど、欠勤 ・離職率が下がると推察 される3)。しかし、この2つ の変数問
の関係はそれほ ど単純なものではな く、労働者の特性、地域、組織文化な どの条件が両者の関
係に大ぎな影響を与えている。Carsten・Spector(1987)は、労働市場が逼迫 して高い失業率



















る。モチベーションのプロセス とは、人間の内部で行動を刺激する動因(=欲 求)が 存在して
お り、それが人間の行動を引 き起こし、その結果、欲求が充足されることである。モチベーショ



























けの強さを決める要素 として、第1に 期待(努 力によって どれ くらいの業績が上げられるか と
い う期待)、第2に 道具性(ど の程度の仕事をすれば、 どれ くらいの報酬を達成で きるか)、第
3に誘意1生(得られた報酬が どの程度の満足をもたらすか)が 存在 しており、 これ ら3つの乗
数がモチベーションの強 さになると述べた。Porter&Lawlerの期待理論は、　Vroomの理論
枠組みを複雑にしたものである。具体的には、努力の程度が報酬の価値 と努力が報酬に結びつ






























達しやす くなる。企業理念や方針の周知、生産 目標の割 り当て、職務上の指示、問題点の指摘、
業績のフィードバックな どが、労働者へ伝わ りやす くなる。下層から上層への上方向のコミュ
ニケーションも、規模が小さいほ ど、生産の進捗状況や問題点の報告、下からの業務改善の提














　 リーダーシップに関する理論は、大きく3つに分けられる。第1は 古典的特性論 と呼ばれ、
歴史上の リーダーの特性に焦点をあて、彼等に共通する点を発見するものである。このアプロー




の行動を、「構造作 り」 と 「配慮」 という2つの概念で説明した。「構造作 り」 とは、リーダー






　一方　 ミシガン学派では有能な監督者の行動が 「生産志向型」 と 「従業員志向型」の2つ の
基本的な形態であるとした。そ して、ミシガン学派はこの2つの形態の内 「生産志向型」の リー
ダーの行動は生産性の向上には寄与するものの、 リーダーからの圧力で従業員の満足度が低下




も、Fieldlerら(1976)の研究は最も有名であ り、彼は組織の状況要因 とリーダーの特性 との
適合関係を調べた。状況の評価基準 として、 リーダーと成員 との関係、職務遂行の明確さ、公
式的な権力の程度を設定し、 リーダーにとって能力が発揮しやすい状況を8段 階で分類した。
リーダーの特性に関しては、 リーダーが仕事に対する志向性(低LPCリ ーダーと呼ぶ)が 強
いのか、人間関係に対する志向性(高LPCリ ーダーと呼ぶ)が 強いのかを調べた。その結果、
集団が高い業績をあげるためには、 リーダーの能力が発揮 しやすい状況(カ テゴリー1か ら3
まで)お よび発揮しに くい状況(カ テゴリー7お よび8)で は仕事志向型の低LPCリーダー



















低 くなることがある。加えて、部門の 目標が組織全体の目標よりも優先される事もあ り、部門
間の対立が起きる可能性も高 くなる。








顧客、業者 とい う外部の境界も取 り除 く事で、強力なチームを編成しようとするバウンダリー















典型的な 日本企業、典型的なアメ リカ企業、そしてZ型 と呼んだ融合的文化の特徴を持つアメ
リカ企業に類型化して、文化的価値観の比較分析を行った。その結果、従業員の雇用に関して
は 日本企業が終身雇用、アメ リカ企業が短期雇用、Z型 企業が長期雇用の雇用形態を とってお
り、キャリア形成に関しては、 日本企業およびZ型 企業が広いのに対し、アメリカ企業は狭い
事がわかった。指揮系統は 日本企業およびZ型 企業が暗黙的で非公式であるのに対し、アメリ
















　第2節 でも述べたように、小池は技能を向上させる要件(お よび有利な条件)と して、第1






























































準の技能を習得できるか どうかは組織の上層部(経 営者な ど)および現場のリーダー(職長な
ど)の支援や資質に依拠している。オハイオ学派の リーダーシップの概念である 「構造作 り」
と 「配慮」、 ミシガン学派の リーダーシップの概念である 「仕事志向型」 と 「従業員志向型」
といった リーダーシップの概念を、 リーダーが組織の置かれている状況に合わせて上手 く使い
分ける必要があると考えられる。なぜなら、生産立地、労働者の性別比率、企業の規模、労働
者に求められている技能水準、企業業績、 リーダーと部下 との信頼関係な ど、組織の置かれて
いる状況によって望ましい リーダーシップの概念が変わって くるからである。
{3)技能形成と組織レベルとの関係
　第3節 でも述べたように、組織構造の類型の一つである官僚構造を とっている組織の多 くは
規模も大きく、操業年数も長い。小池は、倒産の可能性の低い安定した市場を持つ大企業の方
が技能形成の環境においては有利であると指摘した。90年代以降のグローバル化による大競争
時代に入って、規模の大きな企業が破綻しない とい う事は今や幻想に過 ぎないが、中小企業 と
比較するならば、内部留保の大きさ、人材開発プログラムの充実、給与水準の高さ、福利厚生
の充実、人的資源管理制度の整備 といった要素が労働者の技能形成に とって有利に働 くと考え
られる。また、規模の大きさや操業年数の長さは労働者に長いキャリアパスを提供できる可能



































































動の形態が異なって くる。今後の残された研究課題は、これら企業を取 り巻 く条件の違いが技









3)大澤 ・二村(1982)は、企業組織で働 く個人の効用(=個 人の満足度)が 仕事で犠牲にした機会費用
　　を上回れば、個人は組織に居続けるし、マイナスならば組織を脱退すると述べた。
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